
パインブリッジ厳選インド株式ファンド

追加型投信／海外／株式

販売用資料

■本資料はパインブリッジ・インベストメンツ株式会社によって作成された販売用資料です。お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）等をあらかじめまたは同時にお渡し
いたしますので、必ずお受取のうえ内容を十分にお読みください。最終的な投資判断は、お客様ご自身でなさるようにお願いいたします。■当ファンドの基準価額は、同ファンドに組入
れられている有価証券等の値動きの影響を受けますが、これらの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。したがって投資信託は預金と異なり、元本および利回りの保証
はありません。■本資料の情報は信頼できると判断した情報に基づき作成されていますが、情報の正確性・完全性について保証するものではありません。過去の実績に関する数値は、
将来の運用成果等をお約束するものではありません。投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負います。■本資料は情報の提供を目的とするも
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ファンドの特色

インドの取引所上場（これに準ずるものを含みます。）株式等を主な投資対象とする投資信託証券およびわが国の公社債を主な投資対象とする
投資信託証券に投資を行い、中長期的に信託財産の成長を目指します。
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わが国の公社債を主な投資対象とする投資信託証券への投資は、信託財産の純資産総額の10％以内とします。
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原則として、年2回（3月15日および9月15日、休業日の場合は翌営業日）決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
なお、将来の分配金が保証されているものではなく、分配対象額が少額の場合等、分配を行わないこともあります。
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ファンド・データ

収益率

基準価額・純資産総額の推移

分配金実績 （課税前） ※直近8期

投資信託証券への投資は、原則として高位に保つことを基本とします。投資信託証券への投資にあたっては、原則として、別に定める投資信託証券
（以下「指定投資信託証券」といいます。）の中から委託会社が選択します。なお、指定投資信託証券については見直すことがあります。

インドの取引所上場（これに準ずるものを含みます。）株式等を主な投資対象とする投資信託証券への投資は、原則として高位に保つことを基本とします。
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※分配金は、1万口あたり。
※運用状況によっては、分配金額が変わる
場合、或いは分配金が支払われない場合が
あります。

　　　●信託設定日

　　　●信託期間

　　　●決算日

（休業日の場合は翌営業日）

2022年3月28日

2048年12月30日

3月および9月の各15日

基準価額 14,455 円

前月末基準価額 14,574 円

（月間騰落額） （ -119 円）

純資産総額 170.9 億円
パインブリッジ・インド・エクイティ・ファンド

組入比率
98.0 ％

日本債券マザーファンドⅡ組入比率 1.1 ％

ファンド

過去1ヵ月 -0.8%

過去3ヵ月 -6.3%

過去6ヵ月 -8.7%

過去1年 -0.5%

過去3年 33.2%

設定来 44.6%

2022/9/15 0円

2023/3/15 0円

2023/9/15 0円

2024/3/15 0円

2024/9/17 0円

2025/3/17 0円

2025/9/16 0円

2026/3/16 0円

設定来合計 0円
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実質組入れの外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

※「基準価額」は信託報酬（外国投資信託証券には信託報酬等が別途かかります。）控除後のものです。信託報酬率は後記の「運用管理費用（信託報酬）」をご覧ください。
※「分配金再投資基準価額」は、過去に支払われた分配金を非課税で再投資したものとして計算しています。
※収益率は「分配金再投資基準価額」より算出しており、実際の投資家利回りとは異なります。
※収益率は年率換算を行っていません。
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パインブリッジ・インド・エクイティ・ファンドの組入状況

業種別構成比

組入上位銘柄

※業種別構成比、組入上位銘柄の構成比率は、作成基準日時点のパインブリッジ・インド・エクイティ・ファンドの純資産総額に対する比率です。
※業種は、GICS分類に基づいて表示しています。

銘柄名 業種 概要 構成比率

WAAREE ENERGIES 情報技術
太陽光発電メーカー。ソーラーパネル、インバーター、ユーティリティグリッド、ウォーターポンプ、ポー

タブルキットなどを世界の顧客向けに提供。
7.9%

INDIAN BANK 金融
インド政府所有の総合銀行。多岐にわたる銀行サ ービスを提供するほか、外国為替関連拠点

も持つ。また、輸出入、海外送金、在外インド事業向けの為替取引に特化した業務も行う。
7.1%

BANK OF BARODA 金融
商業銀行。定期預金、クレジットカードサービスなどの銀行業務のほか、各種保険サービスも提

供する。
6.7%

BAJAJ AUTO 一般消費財・サービス
インドを代表する自動二輪車メーカー。自動二輪車、スクーター、自動三輪車を製造、販売して

おり、インド国外にも輸出している。
5.3%

POLYCAB INDIA 資本財・サービス
電子機器を製造および販売する。 ケーブル＆ワイヤ、LED照明、ファン、太陽電池など、さまざま

なカテゴリーで幅広いソリューションを提供する。
5.3%

INFOSYS 情報技術
世界有数のコンピューターサービス会社。ITコンサルティング、ビジネスコンサルティング、ソフトウェア

サービス、アプリケーション開発、製品の共同開発などを提供する。
4.9%

TATA CONSULTANCY SERVICES 情報技術
ITサービス、コンサルティング、ビジネスソリューションを提供するグローバル企業。世界有数のコング

ロマリットであるタタ・グループの一員。
4.0%

UNION BANK OF INDIA 金融
商業および個人向け銀行業務を提供するほか、投資運用、国債、オンラインバンキング、ATM施

設などの事業を世界各地で展開する。
3.9%

HDFC BANK 金融
銀行業自由化の一環で、1994年にインドで初めて認可された民間の商業銀行。リテール、ホー

ルセール、トレジャリーなどの部門における業務に注力。
3.7%

SHREE CEMENT 素材
インドの大手セメント・メーカー。セメントおよびセメント関連製品の製造・販売に従事する。インド

で自社ブランド製品を販売。
3.5%

（組入銘柄数 49 銘柄）

金融 30.3%

情報技術 21.2%

資本財・サービス 16.8%

一般消費財・サービス 9.4%

素材 5.7%

エネルギー 4.6%

ヘルスケア 4.3%

生活必需品 2.1%

公益事業 0.1%

-

-

現金等 5.6%

合計 100.0%



パインブリッジ厳選インド株式ファンド

追加型投信／海外／株式

販売用資料

■本資料はパインブリッジ・インベストメンツ株式会社によって作成された販売用資料です。お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）等をあらかじめまたは同時にお渡し
いたしますので、必ずお受取のうえ内容を十分にお読みください。最終的な投資判断は、お客様ご自身でなさるようにお願いいたします。■当ファンドの基準価額は、同ファンドに組入
れられている有価証券等の値動きの影響を受けますが、これらの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。したがって投資信託は預金と異なり、元本および利回りの保証
はありません。■本資料の情報は信頼できると判断した情報に基づき作成されていますが、情報の正確性・完全性について保証するものではありません。過去の実績に関する数値は、
将来の運用成果等をお約束するものではありません。投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負います。■本資料は情報の提供を目的とするも
のであり、個別銘柄の売却、購入等の行為を推奨するものではありません。

月次レポート 2026年5月29日現在

3/6

＜市場概況＞
5月のインド株式市場（MSCIインド株式指数）は前月比で小幅に下落しました。上旬は、米国とイランの和平交渉の進展とそれに伴う原油価格の
下落、そして地方議会選挙の注目州での与党勝利等を好感して、上昇しました。その後は、モディ首相の国民への燃料節約や海外渡航自粛の
呼びかけや、自国通貨防衛の為の金・銀の輸入関税引上げが景気減速懸念を高めたことや、WPI（卸売物価指数）がエネルギー価格の高騰を反
映して大幅に上昇したこと、そして米中首脳会談でのホルムズ海峡封鎖問題の解決に向けて明るい材料が出なかったことで原油価格や米国金利
が上昇し、反落しました。月末にかけては、原油価格の下落等を背景に緩やかに反発しました。為替市場ではインド・ルピーは対米ドル、対円で共
に下落しました。

＜運用状況＞
当月は、現地通貨ベースの保有株式はやや上昇しましたが、円高インド・ルピー安がマイナス要因となり、基準価額は下落しました。業種別（MSCI
インド株式指数ベース）の騰落率では素材、資本財・サービス等が上昇し、エネルギー、生活必需品等が下落しました。
保有銘柄の騰落率では、HONASA CONSUMER （生活必需品；パーソナルケア用品）、CAPLIN POINT LABORATORIES（金融；銀行）等が値
上がりした一方、SHILCHAR TECHNOLOGIES（情報技術；電子装置･機器等）、KSB （資本財・サービス；機械）等が値下がりしました。
売買では、KEWAL KIRAN CLOTHING（一般消費財・サービス；繊維・アパレル等）のみを買い付けました。一方、BAJAJ FINANCE（金融；消費者
金融）、ANAND RATHI SHARE＆ STOCK BR（金融；資本市場）等を売却しました。
また新規銘柄は、ACME SOLAR HOLDINGS（公益事業；独立系発電事業者）のみとなり、当月の全売却はありません。

＜今後の運用方針＞
インドの経済指標は、原油高の環境下においてもPMI（購買担当者景気指数）は製造業、サービス業共に50を上回る拡大圏での推移が続き、好
調さを持続しています。一方で懸念材料としては、インフレ要因となる原油の高止まりとインド・ルピー安の継続です。インド政府は、原油については
燃料費の節約の呼びかけや輸入先の多角化による中東依存度の低下政策を、自国通貨安の防衛に向けては海外渡航の自粛要請や金・銀への
輸入関税引上げを行いました。こうした国民への呼びかけや政策の効果は現時点では未知数ですが、４月に世界銀行やIMF等がインドの今年度
GDP（国内総生産）成長率を上方修正した際の理由として挙げた「インドに関しては内需の堅調な拡大と安定した金融政策の下で高い成長率が
見込まれる」との見方を当ファンドでも維持しており、引き続きインド経済の堅固さが注目されるものと考えています。

当ファンドは、当該投資信託証券を原則として高位に組入れ、インドの取引所上場（これに準ずるものを含みます。）株式等およびわが国の公社債
に投資を行い、信託財産の中長期的な成長を目指します。尚、実質組入れの外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。
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運用状況のご報告

インド・ルピー/円為替レートの推移（設定日～作成基準日）

出所：三菱UFJ銀行仲値
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※MSCI Indexに関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰
属します。
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リスクおよび留意点

当ファンドは、実質的に値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を主要投資対象としますので、基準
価額は変動します。したがって、当ファンドは預貯金とは異なり、元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を
被り、投資元本を割り込むことがあります。これらの運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。

当ファンドが有する主なリスク要因は以下の通りです。

①価格変動リスク

当ファンドが投資する有価証券等の価格は、一般に、経済・社会情勢、発行体の信用状況、経営・財務状況ならびに市場の需給等の影響
を受け変動します。組入銘柄の価格の下落は、当ファンドの基準価額を下落させる要因となります。
②為替変動リスク
当ファンドは外貨建資産に投資しますので、為替変動リスクを伴います。外国為替相場は、金利動向、政治・経済情勢、需給その他の様々
な要因により変動します。この影響を受けて外貨建資産の価値が変動し、基準価額が下落することがあります。一般に、円安は基準価額の
上昇要因に、円高は基準価額の下落要因となります。
③カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな規制が設けられた場合等
には、基準価額が下落したり、方針に沿った運用が困難となることがあります。インドの株式等への投資には、先進国と比較して政治・経済お
よび社会情勢の変化が組入銘柄の価格に及ぼす影響が相対的に高い可能性があります。
④流動性リスク
組入有価証券等を売買しようとする場合に、当該有価証券等の需給状況により、希望する時期および価格で売買できないリスクをいいます。
この影響を受け、基準価額が下落することがあります。
⑤信用リスク
組入有価証券等の発行体および取引の相手先の倒産や財務状況の悪化等の理由による価格の下落、利息・配当・償還金の支払不能ま
たは債務不履行等の影響を受け基準価額が下落することがあります。
⑥金利変動リスク
金利変動により債券価格が変動するリスクをいいます。一般的に金利が上昇した場合には債券価格は下落し、ファンドの基準価額を下げる
要因となります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

■その他の留意点■
● 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
● 大量の解約の発生や市場環境の急変等により組入資産の流動性が低下し、基準価額が下落することや、換金の申込みの受付停止や
換金代金の支払遅延の可能性があります。
● インドの株式等を主要投資対象とするため、インドの税制にしたがって課税されます。インド株式は売却益に対してキャピタル・ゲイン税等が
課税されます。税率、課税方法の変更、および新たな税制が適用された場合には、基準価額に影響を与える可能性があります。また、インド
株式には外国人機関投資家の保有比率等に制限のある銘柄があり、これらの銘柄を投資対象とする場合には、運用上の制約を受ける場合
があります。
● ファンド･オブ･ファンズ方式で運用されるため、投資対象の投資信託証券と当ファンドの基準価額の算出タイミングに時差がある場合、投資
対象の投資信託証券の基準価額の算出遅延・停止、繰上償還等が当ファンドの基準価額、購入・換金等に影響する場合があります。特に、
当ファンドはインドの取引所上場( これに準ずるものを含みます。) 株式等を主な投資対象とする投資信託証券に集中的に投資するため、当
該ファンドの受付停止の影響を受け、当ファンドの設定・解約を停止する可能性があります。
● 収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて行う場合があります。し
たがって、収益分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。また、投資者の個別元本の状況
によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。なお、収益分配金はファンドの純資
産から支払われますので、分配金の支払いは純資産総額の減少につながり、基準価額の下落要因となります。計算期間中の運用収益を超
えて分配を行った場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。
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れられている有価証券等の値動きの影響を受けますが、これらの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。したがって投資信託は預金と異なり、元本および利回りの保証
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◇投資信託をご購入の際は投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。投資信託説明書（交付目論見書）等は販売会社

の本・支店等にご用意しています。◇投資信託は元本保証および利回り保証のいずれもありません。◇投資した資産価値の減少を含む

リスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。◇投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、貯金保

険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。◇証券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の

対象ではありません。◇投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。◇ファンドのお取引に関しては、

金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。

●委託会社： パインブリッジ・インベストメンツ株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第307号

加入協会/一般社団法人資産運用業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

●受託会社： 三井住友信託銀行株式会社

●販売会社： 委託会社の指定する金融商品取引業者および登録金融機関

お申込みメモ

投資信託に関する留意点

委託会社、その他関係法人

お客さまには以下の費用をご負担いただきます。

●信託設定日 2022年3月28日

●信託期間 2048年12月30日まで

●購入単位 販売会社が定める単位

●購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

●換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

●換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して7営業日目からお支払いします。

●申込受付中止日 アイルランドまたはインドの銀行休業日のいずれかと同じ日付の場合

●収益分配 原則として、年2回（3月および9月の各15日（休業日の場合は翌営業日））に決算を行い、収益分配方針に

基づいて分配します。

ただし、分配対象額が少額の場合等、分配を行わないこともあります。

※当ファンドには「分配金受取りコース」と「分配金再投資コース」があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

●課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象と

なります。当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱

いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

配当控除・益金不算入制度の適用はありません。

※詳しくは、販売会社または委託会社までお問い合わせください。

投資信託には､ご購入・ご換金時に直接ご負担いただく費用と信託財産から間接的にご負担いただく費用の合計額がかかります。
■購入時に直接ご負担いただく費用
●購入時手数料：購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3%（税抜3.0%）の率を乗じて得た額を上限として、販売会社が独自に定め

るものとします。詳しくは、販売会社または委託会社にお問い合わせください。
■換金時に直接ご負担いただく費用
●換金時手数料：かかりません。
●信託財産留保額：かかりません。
■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用
●運用管理費用（信託報酬）：信託財産の純資産総額に年1.078%（税抜年0.98%）を乗じて得た額とし、毎決算期末または信託終了のとき、

信託財産中から支払います。なお、本資料作成日現在、当ファンドが投資対象とする外国投資信託証券には別途0.75%の信託報酬等が
かかるため、当ファンドの実質的な運用管理費用の概算値は年1.828%程度となります。ただし、この値は実質的な信託報酬等の目安であ
り、実際の組入状況等によって変動します。また、投資対象が変更された場合等には、変更となることがあります。
※外国投資信託証券を100％組入れたものとして実質的な負担額(概算値)を計算しています。

●その他の費用・手数料：当ファンドにおける有価証券売買時の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の保管費用等が、その都
度信託財産から支払われます。また、当ファンドが投資対象とする外国投資信託証券の信託事務等に要する諸費用等が当該投資信託
証券より支払われます。これらは運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことができません。
当ファンドの監査費用や印刷等費用が、信託財産の純資産総額の年率0.11%(税抜年0.1%)を上限として日々計上され、毎計算期末また
は信託終了のとき信託財産から支払われます。

※ファンドの費用の合計額については、保有期間などに応じて異なりますので、表示することはできません。詳しくは、販売会社または委託会社までお問い合
わせください。
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■本資料はパインブリッジ・インベストメンツ株式会社によって作成された販売用資料です。お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）等をあらかじめまたは同時にお渡し
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れられている有価証券等の値動きの影響を受けますが、これらの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。したがって投資信託は預金と異なり、元本および利回りの保証
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お問い合わせは・・・パインブリッジ・インベストメンツ株式会社
https://www.pinebridge.co.jp/ TEL：03-5208-5858（営業日の9：00～17：00）

販売会社情報（五十音順）

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
資産運用業協会

日本証券業
協会

登録番号金融商品取引業者名

○東海財務局長
(金商)第191号

金融商品取引業者OKB証券株式会社

○関東財務局長
（金商）第114号

金融商品取引業者ちばぎん証券株式会社

○○関東財務局長
(金商)第121号

金融商品取引業者東洋証券株式会社

○○北海道財務局長
（登金）第3号

登録金融機関株式会社北洋銀行

○北海道財務局長
(金商)第1号

金融商品取引業者北洋証券株式会社


